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ー」を活用して直々にメッセー

ジを流したベンチャー企業の就

職イベントには、２日間で約 40

名の参加者が集まったそうで

す。 

別の会社の社長は、「企業の

トップと就職活動中の学生とが

直接的につながることができ、

新しい試みとして非常に有効で

ある」といった感想を述べてい

ます。また、「人材を募集しよう

とお金をかけて広告を出したが

なかなか人が集まらず困ってい

たところ、ツイッターを活用し

たら 30 人ほど反応があった」と

いう人事担当者もいるようで

す。 

◆新しい募集・採用手段として 
また、「ツイッター」を「就職

活動中の情報収集手段」として

捉える学生も増えているようで

す。 

これからの時代、新しい募

集・採用手段として「ツイッタ

ー」を活用する企業も増えてく

るのではないでしょうか。 

 

 

「営業秘密」の管理体制

は万全ですか？ 
 

◆不正競争防止法改正による

「営業秘密管理指針」の改定 
企業活動において、その競争

力の維持・強化のための無形資

産である技術・ノウハウ・アイ

デア等の「営業秘密」が、退職

者や業務委託先企業によって侵

害・漏洩される事件が増加して

おり、企業も対応に苦慮してい

ます。このような企業内外の者

による不正侵害を防止するため

に「不正競争防止法」があります

が、昨年の通常国会において同法

が改正され、営業秘密の侵害に対

する刑事罰の対象範囲が拡大さ

れました。 

なお、同法による保護を受ける

ためには、適切な営業秘密管理が

必要です。経済産業省では、秘密

管理体制を支援するための「営業

秘密管理指針」を策定しています

が、法改正を受け、指針の改定案

をまとめました。 

◆指針改定のポイント 
改定案の視点は、（１）処罰対

象行為の明文化、（２）企業実態

を踏まえた合理性のある秘密管

理方法の提示、（３）中小企業等

における管理体制の導入手順例

や参照ツールの提示の３点です。 

具体的には、（１）の処罰対象

行為として、競争関係の有無にか

かわらず、不当な利益を得る目的

や、単に保有者に損害を与える目

的等で営業秘密を開示した場合

について、刑事罰を科すこととし

ています。 

また、（２）の合理性のある秘

密管理方法として、企業規模や組

織形態、情報の性質等に応じた合

理性のある管理手法が実施され

ていれば、高水準の管理体制でな

くても法的保護が受けられると

いうことを明確化しています。 

そして（３）では、主に管理体

制を整備していない中小企業等

を対象として、契約書のひな型や

実例集、管理体制を整備するまで

の具体的な手順や、どのような情

報を営業秘密として管理すべき

かの判断ポイントなどを示して

います。 

◆管理体制の再チェックが必要 
指針の改定内容については、管

理体制を自己評価できるように点

数表も作成されています。「秘密保

持の対象となる情報を書面などで

具体的に示しているか」「情報を扱

える人を役職や部署で線引きして

いるか」などを判断基準としてお

り、今後、一般から意見を募集し、

「合格点」の基準を定めるとしてい

ます。 

今回の改定を契機に、自社におけ

る営業秘密の管理体制の再チェッ

クを行ってみてはいかがでしょう

か。 

 

 

☆☆ トピックス ☆☆☆ 

雇用保険法の改正 
かねてから法案が出ていた改正

雇用保険法が施行されました。 

～平成 22 年 4 月 1 日から～ 

◆雇用保険の適用範囲が拡大 
１週間の所定労働時間が 20 時間

以上の労働者について、31 日（旧

法では６カ月）以上の雇用見込みが

ある場合には、雇用保険に加入させ

ることとなりました。 

これにより、これまで２カ月や３

カ月など、短期の有期雇用としてい

たパートタイム労働者については、

雇用保険の適用除外となっていま

したが、今回の改正により、週 20

時間以上雇用する見込みのある場

合には、ほとんどの労働者が加入の

必要が生じます。 

パートタイマー・派遣労働者など

の非正規労働者を多く雇用されて

いる企業様は、特に注意が必要で

す。 

◆雇用保険料率の引き上げ 
 平成 22 年 4 月 1 日から雇用保険

料率が引き上げとなりました。給与

計算の際には注意が必要です。 

 

その一方で、時間外労働の割増

賃金率の引上げへの対応につい

ては、労務コスト削減のために時

短を進めることが考えられます

が、準備を進めている大手企業は

あまり多くはないという調査結

果もあるようです。 

時短は一般に進んでいるとは

言い難く、厚生労働省の調査によ

ると、日本企業の時短は過去 10

年でほとんど改善していません。

1999 年と比べ 2008 年の労働時

間は大手・中小企業とも増加して

おり、有給休暇取得率も下がって

いますが、サービス関連企業では

法改正を契機に積極的に時短に

取り組む傾向がみられます。 

◆導入される見通しの国際会

計基準 
2015 年までに上場企業に義務

付けられるとみられる国際会計

基準（IFRS）では、企業は未消

化の有給休暇に相当する費用を

引当金として負債に計上しなけ

ればならない見通しとなってい

ます。負債の増加を嫌う企業は多

く、この制度導入が従業員に有給

休暇の取得を促す可能性があり

ます。有給休暇関連の引当金の負

債計上に伴い、引当金に対応する

費用の計上も必要になります。一

般的な事務職員の場合は、損益計

算書の中で人件費として計上さ

れる見通しとなっています。た

だ、製造業に従事する労働者や技

術者などの場合、この費用は、実

際に製品として売買の対象にな

るまでは棚卸資産として一時的

に計上され、製品として売りに出

 社会保険労務士 

杉浦事務所便り 

された場合、一般的に製造原価と

して損益計算書に反映すること

になりそうです。 

 

 

「ツイッター」の利用拡

大と採用活動への活用 
 

◆鳩山首相も活用 
インターネット上で、140 文字

以内でメッセージをやり取りす

るコミュニケーション・サービス

の「ツイッター」がブームとなっ

ています。 

鳩山首相を初めとする政治家

やカリスマ経営者など、有名人の

ユーザー登録・利用も増えるなど

の影響により、利用者はますます

増えていきそうです。 

◆140字以内の投稿 
この「ツイッター」は、「ミニ

ブログサービス」とも言われてお

り、日常の出来事や自分の身の周

りで起きたこと、感想などを、140

文字までの短文でインターネッ

トに投稿するものです。投稿のこ

とは「ツイート（つぶやき）」と

呼ばれ、「ツイッター」の語源と

なっています。 

特定の人のアドレスを登録す

ることにより継続的な読者とな

ることができるため、「ブログ」

と比較すると、より短時間で情報

が広まりやすいという特徴を持

っています。 

◆社長によるメッセージ発信 
採用活動にこの「ツイッター」

を活用する中小企業も出てきて

いるようです。社長が「ツイッタ

「改正労働基準法」施行 

時短への取組みは？ 
 
◆４月から施行 
改正労働基準法が 4 月から施

行されましたが、法改正に対応す

る積極的な動きは、大手企業にお

いてもあまり目立っていないよ

うです。業績不振に苦しむ企業に

とっては、長時間労働の解消（時

短）に取り組む余裕がないのが現

状です。 

今回の改正の中心は、（１）労

使協定を締結すれば従業員が１

時間単位で有給休暇を取得でき

る、（２）月 60 時間以上の時間外

労働に対する割増賃金率を現行

の 25％から 50％に引き上げる、

という２点です（中小企業につい

ては当分の間、法定割増賃金率の

引上げについては猶予されま

す）。 

◆「時間単位有休」「割増賃金

率の引上げ」と時短 
現在、年次有給休暇は原則とし

て１日単位でしか取得すること

ができませんが、改正後は、労使

協定があれば１時間単位で年間

最大５日分を取得することが可

能となります。 

しかし、「生産現場の要員配置

やライン稼働に大きな影響が出

る」といった理由から、１時間単

位の有給休暇制度の導入を見送

る企業も尐なくないようです。 

この制度の導入には労使間の

協議が必要ですが、労働者側から

の導入の要求自体が出ないケー

スもあります。 

平成２２年 4 月号 

 

  


